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経 済 分 析 に お け る 時 閩 要 素

-分布ラグの視点から

袁 谷 千 凰 ぎ

1934年ローゼンシュタイ

序

ダンは "経済理論における時間の役割" と題する論文において，

時間要素に関速した3 つの問題を論じ，これまで時間要素は十分分析されてこなかったけれども， 

そのような分析は将来, 経済学の主要な仕事:のひとつとなるであろうと指摘した([11])。
爾来40有余年，この時間要素に関してどれだけの研究がなされてきたかを跡づけることは私には 

できないけれども，恐らく経済分析において決して主要な仕事 の̂ひとつとはならず，ほとんど無視 

されてきた要因といってよいであろう。

ローゼンシュタイン，ローダンが前述の論文においてあつかった時間要素に開連した3 つの間題 

とは，（1)経济期間としての時間，（2)経済財としての時間，（3)調整速度としての時間であった。（1)は 

主体の意思決定の単位期間の間題である。たとえば，家計が効用極大化を考えている期間，したが 

って予算制約式の妥当する期間が1 力月であるか，あるいは4 半期であるか，あろいは1 年である 

かによって所得の配分の仕方も異なってくるであろう。（2)は稀少な時間をいかなる用途にどのよう 

に配分するかの問題である。（3)は需要.供給の即時的調愈を仮定してきた均衡分析への批判的意味 

をもゥている。

ローゼンシュタイン，ローダンの指摘をまつまでもなく,部分均衡分析の提唱者であるマーシャ
( 1 )

ルは，成長していく現実の経済間題をあっかう静学的均衡分析の有効性と限界を十分認識していた。 

時間要策は経済研究に困難さをもたらす主喪な原因であるが，時間要素を無视することができる 

r定常的状態J という方法論的擬制を用いるのは，をれだけの有効性があるからである。複雑な相 

互依存係にある現突を一挙に処理しようとすることは不可能であり，賢明でもない。現実的では 

ないとはいえ，最 初 は r定常的状態J を想定し，「これをとりまく諸力をこの点と関速させて檢討

* この究は族應義熟学# 振興基金および内密の1 部は財団法人清明会の研究助成金に依っている• 記して感謝したい 

法（1) マーンヤル/ 〔n 訳書第1 分冊，P. 5 8 -P . 62, P，182.
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し，これら諸力のナ自衡をもたらす傾向があるかざうかを吟味するJ o このような方法によって，「経 

済的な譜力のうち，いちばん力強く，いちぱんひろく着樊にはたらいている一群の力の主耍なはた 

らき方に関しズ，かなり信頼に値する描写を用意する」ことができるであろう◊
しかし所脸， •̂静学的な均衡理論は経済研究の序論にすぎない。しかも収益適增の傾向を示す産 

業の進歩と発展についての研究にとってはほとんど序論ともならないJ o 譜力の作用が長期にわた 

って- H iに働らくならぱ，均衡状態があらわれてくると期待される。しかし，この説明の中に実生 

活の条件をはとんど余すところなく取り入れようとすることは，勉理しきれない課題をかかえこむ 

ことになり，少数の条件を適択せざるを得ない。しかし，これらの少数の条件とは何かということ 

に関して「推理をながく積み重ねた精妙な推論を企てることは，実膜上の仕享に役立つ用具という 

よりむしろ学問上の遊技となってしまうおそれが多分にあるJ。
マーシャルが危惧したように，あるいはローゼンシユタイン，ローダンの期待にもかかわらず， 

現実の経済☆分析する際，均衡分析の中へ時間要素がとり入れられることはなかった。方法論的擬 

制としての •■定常的状態」は ,「きろ将来のいつかの時に期待されるような経済の現実的状態を示 

すものとして使われた丄（シュンペータ [12] 2039頁)◊ ■
変化はあった。携乱が生じた後で，均衡は即時的に回復するという仮定が，時間を必要とすると 

るめられ，いわゆる調盤方程式が導入された。単純な調整方程式は，数学的な意味においてはよ 

りプ般的な分布ラグによって表わされることになった。そして，この分布ラグに関する統計的技法 

が1960年代に著しい発展をみたのは周知の通りである。不均衡是正の時間的プロセスを示すものと 

して用いられる分布ラグに対しては，種々の批制がなされている。日く，理論的にァド，ホックな 

処理である。日く，ラグをつけて異なる時間が附記されても，それは真の励学化ではない。

この論タ:め目的は，これらの批判に答えようとすることにあるのではなく，論点を盤理し，何が 

間題とされているのかを明確にすることにある。投資閲数に用いられる分布ラグを例にとりながら, 
ァド，ホックとは何か，調整費用論者からなされる批判は経験的内容をもっているのかという点も 

検討する。したがって， ローゼンシュタイン* ロー ダンの第3 の問題を不均衡是正の時間的プロセ 

スを示すものとしての分布ラグの視点から考察する。

経済分析における時間耍素

1 . ニ 本 て の 理 論 構 造

最初に均衡状態にある場合を考えよう。与件の変化によって均衡状態からの乖離が生じ,新しい 

均衡状態へlî Tjっての迎動が始まるであ;6 う。新均衡点への収来は，技術的条件, 制度的なラグ，ま̂ 
体の心：011的惯性などによって，即時的ではなく時間を必要とするであろう。ある均衡点から新均衡

—— • 3 3 が i 5 ) ——
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点への内生変数の時間経路は調整方程式によって示される。最も簡単な方程式を考えよう。

r三田学会雑誌I 70巻 6 号 （1977年I2月）

(i)
現実のが望ましい水準へ調盤されていくこの部分調盤モデルにおいて，0<?*く1 のとき

F f ニ  (2)

WCL') 7 (3)

と表わすことができる< 
調整過程をもつ0

1一（1一 n  ム
ここでL はラグ演算子である。このときF t は単調にF t* へ収束していく

(3)で示されているコイ- * ク分布を数学的に一般化したのが， 2 次以上のバスカル分布，有理型ラ 

グ分布などである。

理論と美証の橋渡しとして用いられているこの方法には，二本立ての理論構造が採用されている。

(1)スケジュールを決めるル*-/レ

(2)不均衡を是正するル-•ル 」 ‘
利潤極大化行動による最適資本ストック水準の決定,費用最小化行励による最適在庫ストック水 

準の決定などは(1)である。過去に発生した不均衡を是正するルールとして，あるいは新均衡水準と 

現在水準との不均衛を是正するルールとして，スケジュールを決める(1)のル' - ルとは別に，.調整行 

動のル^ ルを新たに付加するのが(2)である。しかも，コイ一グ分布の数学的一般化を図ることによ 

って，実はこの調整行励のルール自体が不明確になってしまう。 コイ一ク分ホfをもたらす部分調整 

モデル，あるいはストツク調整原理には不均衡べの反応を示す行動の原理が一*応ある。しかし，た 

とえぱ2 次のバス力ル分布に対応、する誠：整行動とは一 体̂何であろう力、。調整が揉'慢に行なわれると 

仮定することによって， 2 次以上のバスカル分布の仮定が正当化されるに過ぎないのである。

さて，不均衡是正のルールとしての調盤方糧式の導入という場合,ここでは主体的均衡を考えて 

いるのであって，市場均衡ではない。この例で分-布ラグによってまわされているのは，微視的な経 

済主体の行励の調盤ルールであって，.市場の需給調整メカニズムではない。このようなセ体均衡の 

問题に適用された分布ラグモデルがあつかおうとしているのは，きわめて限定された範Mの問題に

—— 34(614 ) ——
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過ぎず，たとえぱ投資財需要に関しては投資財の供給側の反応、や需給均15については，考察外か， 

せいぜい与件として与えられるだけである。 この二本立ての理論構造については後に詳細に検討す 

ることにしよう。

2 . 市場不均衡の調整方程式としての分布ラグ

微視的な主体均衡に関迪した分：̂1!ラグモデルではなく，市場不均衡の調整メカニズムを示すもの 

としての分布ラグモデルを考えてみょう。需給の乖離が即時的に調盤されず，価格変'化あるいは数 

量変化は時間的な遅れを伴って反応すると仮定されて調盤方程式，あるいは分布ラグが適用される。 

ここでは，調整過程は主体の合理的行動とは独立に設定されている。

主体均衡に関しては，調整行励自体を主体の合理的行励のルールにもとづいて説明しょうという 

努力がなされている0 投資関数における調盤費用からの接近は，その典型的な例である。しかし，. 
市場均衡に関して，市場が清算されず,ある特定の調整方程式にょって不均衡是正のプロセスを表 

わすことができるのはなぜかという間題は，経済分析において無視されている問題である。

このょうな点は考えないとしても，市場に適用される不均衡是正の時間的プロセスを示すものど 

して分布ラグが用いられるとき，明らかに次の諸仮定がある。

, 均衡が存在す，る

，現実は不均衡である !
.均衡への収轉傾向が存在する 

ヒ ッ ク ス [ 6 ] が言うょうに，どのょうな市場形態の下でも均衡が存在するという命題は，か 

つて証明されたことがないとはいえ，観測値を均衡値では，なく，均衡への収欽過種にある経済変量 

と考える分布ラグモデルにおいては，均衡の:#在が仮定されている。次に，やはりヒックス [ 6 ]が 

述べているょうに，均衡の存在を仮定しえても，均衡への収厳傾向が示されなくてはならない。さ 

らに均衡が存在し，均衡への収做傾向が存在するとしても，その収叙が非常に遅いとすれば，その 

静学的均衡解は事上不安定であるとみなさざるを得ず，均衡の仮定を正当化することはできない。

前述の諸前提のもとで用いられる分布ラグモデルは , この収傲速度，均衡への時間経{^各を計測す 

ることをひとつの目的としている。 、

市場への調盤方程式の導入の仕力がアド• ホックであることへの批判に加えて， このょうな譜仮 

定がすべての経済研究者によって真として容認されているわけではない。新古典派の均衡分析にお 

いては時間が無視されており，市場経済は時計の振子が静止の状態に戾るょうには必ず均衡状態へ 

向うという保証はないとジョーン .ロビンンンは言う （[10]121貝)。

アメリ力で経済学として通用しているものには 時問というものの本質的な意味が無視されてい

— 35(<?^5)——

経済分析における時間要素
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る。 経済括動の本質的な特微というのは，ある短期的な状況の下で，過去から受継がれた資本ス 

トック，企業組織，労働力人口とその技俩などを前提として，不確実な将来にかんする予測の下に， 

投資計画なり価格政策なりが立てられる一二したがってこれには誤差が避けられない—— ということ 

にある。ところが正統派の理論では，均衡状態の突現という考え方が支配的な地位を占めており，現 

実の経済活動は時間を件-うものであって，特定時点にお{する経済の状況に応じて意思決定が随時修正 

されていくという事態は無視されている。しかも均衡状態に向うという保誕はまったくない。

ジ g ン . ロビソ ソンのこの批判の中では,なぜ均衡に到達する傾向をもっていないかに関する 

論誰は何ひとつなされていない。否,むしる私のこのような言い方自体が均衡論的に現実を見よう 

とする立場だと批刺されそうである。，現- は均衡状態にはなく，観察された歴史を均衡経路に沿う 

連励として，論理的時間の中へ閉じこめてしまうのは間違いである。均衡論的に現実の服史的推移 

をとらえることはできないと彼女は言■う。

このような批制に対して，不均衡調盤の時間的プロセスを記述するという分布ラグモデルは何も 

答えることはできない。明らかに前述の3 つの仮定の下で分布ラグが適用されているからである。

, 便宜的に主体均衡と市場均衡を分けたが，この2 つは全く独立ではありえない。主体均衡におけ 

る与件—— 売り上げ高，価格，所得などの予想や期待—— は，絶えざる市場不均衡によって変化し， 

あるいは裏切られ，主体均衡はつねに成立しない。与件が絶えず変化し，その変化の効桌は即時的 

に現われないとすれぱ，われわれは絶えざる与件変化の累積効果をあつかわなければならないが， 

理論的にも統評的もこのような分析な可能ではない。

このことは，すでにローゼンシュタイン* ローダンの前掲論文に引用されているように，アモロ 

ッソによって次のように指摘されている。

均海分析の基本的仮定は, 諸関数が時間的に変化しないというととである。この仮定から，長いに 

せよ短かいにせよ，ある時問間隔にわたって掠:練する諸力の招互作用の結果，経済システムは必然的 

にある予知された均衡状態に到達しなけれぱならない。しかし事英は，諸関数は時間とともに変化す 

る。経済シスチムはある力S の彫響によって，初期状態、Aから終極状態/?へ移行する。しかし5 へ到 

速する前に諸力はS から*5/へ変化し，したがってシステム自体その方向を変え，3 から離れて別の均 

衡状態ルへ向かおうとする。

再びこの状態へ到達する前にs 'はS"へ変化し，システムはT?び 5 " へと方向を変える。新たr /J iず 

る諸力S, s’, は，すべての新しい境乱に対してシステムが内的にどう抵抗するかをまわしてい 

る他の譜カ（摩擁）と刻々結合しており，またそれは少なくともある程庇力学の慣性に対応している。 

このような諾力の継続的变化を研究すること，およびシステムがこれらに対応してどのように調整さ 

れるかを研究することが経済動学の目的である。（[11])
み一，件の変化が完全にその効果を波及しつくさないうちに次ノもと恋化が生じ，これらの変化の粟粮 

効果は均衡状態からの隔たりばかりでなく，運動の方向をも変えるかも知れない。そして終極点自 

体が異なりたものとなるであろうというこの約50年前の指摘は，ホくて新い問題としてわれわれの

—— • 36(616 ) —— •
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前に存在している。

結局，前述の 3 つの仮定に依抜Lし て 、る分布ラグによる不均衡の処理は，いうまでもなく均衡分 

祈の梓の中でのひとつの統計的技法である。市場が清算されず，しかも"収欽性の公準" （安并[I5]) 
が成立しないかも知れない市場不均衡に直面している主体の不均衡是正プロセスを，分ホラダはあ 

つかっていないし，そのような意図もないことはいうまでもない。そして，主体均衡自体が絶えざ 

る市場不均衡によって搜乱されるのであるから，主体の調盤行動自体を合理的行動のルールによっ 

て内生的に説明しえても，なおかつ主体均衡の外で発生する外生的変化あるいは予想のズレに対し 

て絶えざる調盤が必要となるであろう。

さて，このような主体の不均衡を市場の不均衡と同時的に考察することほ所誰不可能であるから， 

もっと狭い枠内で前述の二本立ての理論構造へめ批半!)を梭时することにしよう。

3 . 二本立ての理論構造に対する批判とその検討

批判は次の2 点である。

け)この二本立ての理論構造は比較静学的均衡と実証分析を結ぶ橋渡し的なものに過ぎず，不均衡 

是正のルール，すなわち調整方程式の導入は，均衡解に強い制約を課すことになる。

{ii)調整メカニズム自体内生的に決定されなけれぱならない。

この2 点は相互に開連をもっており，独立した批刺ではないが，論点を明後にするために別々に 

考察することにする。まず{i)は次の内容である。

たとえぱ調輕方程式(1)を考えてみよう。この方程式の調盤係数?̂ は，調整行動を考えて，ま 分  

祈においてo < r く1 という制約が課され，推定結果も確かにこの制約を満たしてV、ることが多い。 

そして0 く1 という制約は正当なもの^ して容認されている。しかし比較静学的分析においてr 
は鱼にもなり得るし， 1 より大にも'なり得る。したがってo < r 《i という制約を伴った(1)式の導入 

は，比較静学分析に疋当化できない制約を課すことになる。

また調整方程式の導入によって 

長期供給弾性> 短期供給弾性 

長期要索需要弾性〉短期要素需要弾性 

というIM1係が犯される場合もあり得る。

これらの点をマンドラック[ 8 ] にしたがって展開しておこう。マンドラックの指摘は重要な内 

容をもっているが，これまで金り注1̂ 1されていない。生産1與数を

HOCi,  , A：め XlUHt , … ズAT) ニ0 (4)
とする◊こ と で は 《番目の恋数が生産物であれぱ産出をまわし，生産廣素であれぱ投入(A をつ

-~ • 37(617) —— ■
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. r三田学会雑誌j 70卷 6 号 （1977年ユ2月）

けて）を表わすものとする。生産関数で示される技術的制約式のもとで，価格を所与としたとき， 

利潤極大行動によって乂1 , •••*•*>义の最適解を求める場合を考えよう。すなわち，

がm ax F^YlPiXi-Xil ixu  <=1 ^M)  I )
を考えろ。利潤極大の1 階の条^̂ |:より次武がえられる。

f Pi=Xhi z ニ 1，....，n

hi —  dH/dXi

だ'(めb .......，ズiV) ニ®
い ま 変 数  , X i i )の変化に対する従属変数（ズ1,

う。均衡条件をポす（6 ) 式を全微分して次式を得る。

+ ........+ hjifdxif +  M+idxjii+i +  …，

+  IhmcIxm +  hit M+tdxM+i +  ‘…

(5)

(6)

•, X m ')の変化をみるととにしよ

 ̂ C hi~Y' +  httdxt +
• +  htidxN ニ 0
‘ +  hi^ cl X If') ニ d>P 1

dX
义(れ M 了 + h MxdXx + +  hsiiidXM +  hii,M+ldXM+l- .̂........+  hMNClXN̂ —dP m (7)

dX
(み Af+：ry '+  h M+i)idxi +  ••*••• +  /? si+undxM +  hM+uM+idxM+t + .........+  Iim+uncIxn  ̂=  dP Af+i

dX ̂ ihN-^-VhNidxx-\- 
ここで 

hij dHidxidxj
いま 均 衡 か ら の 乘 離 を と し

dX-.

dX
X

H:

\ d  X jv

/  0 h i .， I t M A - l ，

h t h i t ，.

h i t

hif'+i

h i l l ■* 

f ^ M + l f l '，

h M , M + l • 

I h l + H M + l

\ f t N h m  " l i N } S I + l

h-N
hiN
flMNhM+l)N

dP

0
dl\

1

-

7

 ̂

p

*

(IPn
とすると(7)式は次のように行列表示をすることができる。 

X H d X ^ d P
ゆえに

• ' 18) —

(8)

、'かシだリぺドが. - . : ，ダと;;ざら:;?:.-.'.;.:1；ダざ>.ど と レ ;.:を'.K；V:'ジ:>ぶ::::パ-、なソ'レ:i：ぶ;ぜ-め<.レ;,;ぬCVi; ^ しVI'、ビU?よ;け-ンぺ、ょ,:な;..ン
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経済分析における時間要素

d X . -idP (9)

ao

a力

d X の最初のM  + l 個の要素からなる列べクトルをd X i t n 残りのAしル/個の要素からなる列 

べ ク トルをd X i f とし，それに応じてがも

( Hmm Hmn \
H nm H nn I

と分割し，ゴP も dPM, dP Nと 分割する。そして

/ H mm H m n \-^  / ぜ…' .
\  H um H nn I ~  \  ががV /

とする。このとき(9)式 は （1/义を智略すると）次のように書くことができる0
I dXM \  /  \  / (IPm \
\  d X ^  } ~ \  )  \  dP^ )

同様にして(8)式 は （スを省略して）次のように書くことができる。

/  H mm H mn \  /  dXM \  /  d P m \
\  H um H nn j  k d X n / \  d P ^ ノ

い ま 2 つに分割された変数の組 O i ,  , =  と OOir+i,….，，，ズiv) =  0 « ) は，短期比

較静学の観点から，前者が内生変数，後者が外生変数であるとしよう。もちろん，短期的には外生 

変数としてあっかわれる（ズ《) も長期的には内生変数であり，長期均衡解をもっ。しかし，短期的 

には制約条件と考えろことが可能であり，短期均衡解はもっていない。このことを強調するために， 

とくに {>„) =  (ル），あるいはべクトルで（?がと書くことにする。これに対して短期の内生変数で 

あ る （ズm )は， 長期均衡解と短期均衡解をともにもっている。 〔ズm ) の短期均衡解は生産IM1数と 

(び《) を制約条件として利潤極大化からえられる解である。 この場合の利潤極大化の1 階の条件は 

次のようになる。

Pi — Xhi i — \y .......... , M
HCXi,  , Xm, ........ , Xn) = 0

前と同様に•式を全微分して次式を得る

aさ

/O ht ....... /t；v h/ii+i....hfi / ，0

hi htt....... htM f̂ tN dxi dPt

(IXm
ニ -

dqM+1

^ ilM hiix ..... hsiM み み AfiVソ  ̂(Iqif ノ

行 列 表 示 で （̂0式は次のようになる◊
39(619)
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:ffl学会lE iU  70巻 6 号 （1977年12月）

ス (.Hum ：H m n )  ( ) =  dPi\dQjif I
前と同稍!に を 省 略 し て （1$式より次式がえられる。

d X  M ニ'H -ム  dP  M -  M N dQ N ⑩

このa》式 は O n O の短期均衡からの乖離を示している。長期均衡からの乖離d又if, ゴスがが満たす 

べきな0式と区別するために，ここではdXAfでは•ナS： く と書いている。

0^式より次式を得る。

dXM=H^^dPM +H^^dPN  ⑩

したがって

dXM -  dXM = ~  dPM -  dPN -  (IQn

ところで力式より次式が成立する。 ，

fjMN ニ ー  h - m \ # m n H N n  ⑩ ，

がは対称行列であるから ’
ぐ  Q i  狄 N y  ロー JJN N H  N

となる。それゆえ树式は次のようになる。 ‘ 、

ゆ式からえられるがガーだ■ ニだ]̂ liifがiinvががV および⑩式を，それぞれな9)式の右辺第1 項および

第 2 項へ代入すると，右辺は次のようになる。

dPM + H ^ ^ M N d Q N
0$式ょり

HNMcIPm ゃ =
であるから，結局次-式を得る。

d X  M -  (IXm ニー 'HjImH mn i.dQii~- dX^') . ね . '
短期均衡からのヨ丁6離と長期均衡からの乖'離との差を示すね式より，短 期 外 生 变 数 が 初 期 時  

.点で長期均衡解になっているとき(_Xrf=QN)，あ る い は d Q N が最適な変化をするとき(-dQ N -  
c IX n )に は （ズm ) の短期的な反応、と長湖的な反応は等しくなる。ゴ̂?がの他の値に対しては， 式 

は正にも倉にもなり得る。すなわち，短期の反応は長期の反応よりも大きくも小さくもなり得る。 

いま想期的には外生とみなせる変数（ズ„ ) について •

dQ ff d P  がニ 0
— 40(620) ——
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経済分析における時間要素

と仮定しよ，う。そうするとか)式は次のようになる。 

d X u —H'jij^dP M

旧 ■(みホ} とするとM 式より{射，
また⑩式は次のようになる。

dXM ニ
=  とすると

?w, ^ =  1, , M

{ }  =  { ^ ^ } ， 桃，  ，M
として⑩式は次のようになる。

d X M  —  d X M = ( M -ム ー  d P M

い ま M = = 2の場合を考えよう。 このとき

/0 h  h \  /Koo Koi Ko2y
H mm ニ I め1み：11み；12 I，̂ATAf K iq Ktt Kli

\ゐ2 み21み22/  \ K 20 J( 21 Kz l̂
( Kqo Kot ^oa\ /  0 \
K to l^ i iK iA  d P M = id P t \

K 20 Kzt K z J
したがって

[dxi — dxi\ (K \ i~ K \ t  Ki2,~~K-y^ fdPx、

\ d x 2一 dxz} \ K zi,一 R^i  
まズ1 のみを示せぱ次のようになる。

K 22/ 、d P 交

dxt一6?もニ（/(II一K i i ) d P  1 + 一K ip/) dPz

幼

ゆ

Oo)
さて実IE分 析 に お い て ‘

.r广 ズ ニ ？* (ま广め-1 ) o < r

という調整方程式,あるいは連続型で書けぱ

ニ?" cf も ■ ⑩

のような単純な調盤方程が導入 .されることが多い。しかし，0$式のような調整方程式が成立する 

のは00〉式において

*~ ~ ^  .. .，，- ：：：：：; .— ==— —  /

のときだけである0 このことは0方式をか))式へ代入し， 式に注意すれぱ容易に確かめることができ

—— 41(621 ) ——
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る。それゆえ，理論的にアド • ホックな調整ガ程式の導入は，比較静学の観点からはかなり強い制 

約を分析の中に持ちこむことになる。/(II ,/?1 1 ,/(1 2 ,尼 2, dPi, d P ^ の値いかんによっては，⑩式 

において dも > d も > 0 となることも，ゴ:ら> 0 > ゴズ1 のように反応の方向力';短期と長期で逆になる 

場合もありうるのである0 倚単な例をあげてみよう。

く例1 >  /(IIニ2, /?11= 3 , /ぐ12= — 0 ,も /?12ニ…1 のとき。rf^i =  2d lP i—0 ‘46LP2,:^:fi =  3A P i— 
d P z となり，10/6 く d P z / d P i < 3 のときゴ;ら> ん? 1 > 0 となる。 '

く 例 2 >  /(II= 1 , '/?11 ニ 2, /<12 ニー 2, /?12ニー 3 のときには l / 2 < < / / V  ゴへ < 2 /3  のとき 

< d x t となる。

r三m学会搬誌j 70卷 6 号 （19?7年I2月）

このように調整方程式，さらに数学的にはより-^般的な分布ラグ関数を不均衡調整の時間的プロ 

セスを示すものとして導入することによって，短期的にも内生である変数に厳しい制約を課すこと 

になり，そのような調整式の導入は何ら理論的基礎をもっていない。マンドラックは，ァド，ホッ 

クなこのような調盤式の導入は比較静学の観点からは抑斥すべきであるという。

しかし，求められているのは静学斑論を精徽化することではなく，励学理論である。 まさにこの 

ような静学理論は，ま証分析において破綺をきたしているがゆえに，調整方程まという便宜的な用 

具を持ち出さざるを得ないという理論と実誠とのギャップこそ問題であろう。比較静学の理論的観 

点からではなく，庚証分析の観点から言•えぱ，比較静学の理論に強い制約を課すがゆえに調整式が挑 

斥されるべきではなく，調整方程式のバラメータが安定しており，実証分析上無視しえない成果を 

あげている場合が多い以上，挑斥されるぺきは静学理論であり，確立されるべきは動学理論である。

2 段構えの理論構造に対する前述した批判の第2 点は , . これまで述べてきた第1 点と接に明連 

している。利潤極大化行動によって内生変数の最適解が得られた後で，即時的調整は非現実的であ 

るという理由によって調整方程式を導入することは，きわめて強い制約を比較静学的分析の中へ 

持ち込むことになり，このような理論的にアド，ホックな,接近方法は許されるぺきではない（これ 

が批判の第1点であった)。もし即時的調整が不可能であることが最適解を求める前にわかっているな 

らぱ，その不可能ならしめる原因を利潤極大化行励に対する制約条件として課し，利潤極大化原理 

というひとつの合理的行動原理によって統的に説明すべきであるという批判の第2 点に•結合して 

いく。この第2 点は節を改め，調盤費用をめぐる投資関数を例にして批判点とその検討を行なうこ 

とにしよう。

4 . 新古典派投資関数への調整費用論者の批判と検討 

( 1 ) 新古典派の世界

堪純な場合を示しておこう。ジ、g ルゲンソンによって代まされる新古典派の投資関数は次の通り

 42(び2め  -
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経済分析における時問要素 

である◊.コブ，ダグラス型生産関数で示される技術制約式

X  ニ AKaU  0
投資定義式

t i = I - d K
の制約の下で，/>, 5, q, r, u, V, w, d を与件として純価値

N]VニJ ' ' -rて 一s L一q l一H (^pX.一s L一て/
を最大化することによって最適資本ストック

二び^

が導出される。ここで は資本 1 単位あたりの使用者費用であり次式や与えられる。

Q

的

M

ここで

/►ニ産出量の価格 • '
S ニ賞金率 

q = 資本財価格 

义= 産出量

ム= 労働 •
/  ニ （粗）投資 

U ニ純所得に対する税率 

r ニ vdg + wrg
V ニ減価償却に対して税金で控除される比率 ■

資本費用に対して税☆で控除される比率 

<5= 減価償却率 

r ニ資本費用 

/ (  ニ資本ストツク

この長期均衡!^ / ( * と実際の投資支出とをつなぐものとして分布ラグ関数が用いられている。す

なわち •••■
11 ニ —K * t - i ) 5K

ここでyM( ム）はラグ演算子L の多.項式であり，ジョルゲンソンは有理型を用いている。

この新古典派の世界は次のような諸仮定の上に築かれている。

(1) 完全競争

生産物ホ場，生産要素市場，資金市場いずれの市場においても完全競# •が仮定されており，企業

一—■ ^3(623*)-----



. r三旧学会雑誌j 7り卷6 号 （1977̂ ^̂ 12ガ）

行励にとって / S, <7,グは所与である。

( i i ) 確実性あるいは完全予見

P, S, q, r に対する完全予兄あるいはこれらの変数の期待と実際との間に不一政がない。あるい 

はもっと筒単に現行の価格が永久的に得られると仮定されている。

(iii) 即時的調整

望ましい資本ストック，労働は費用を伴うことなく直ちに実現可能である。

( i v )新古,派生産 fMI数
• 連続的な要素代替がex  a n t e に も ex  p o s t にも可能である。

• 限界代替率は正であり，適減する。

• 規■摸にI揭して収樓遞減が働らく 0
• 資本および労働は同質であり，同質な産出高を生産する。

( V )資本ストックのサービスはストックに比例し，資本ス‘ トックは完全操業で用いられる。

( v i )資本財の完全な中古品TfJ場が存在する。それゆえ，自由に資本ストジクの売買が可能であるC

この他パラメータ推定上いくつかの問題点がある（プレックリング〔I 〕)。
{ i)X=X*  ( 利潤を最大にする産出量）と仮定されている。したがって

か ニ び , " ル  

より，X ニX * で あ り , かつ /(キ / ( * ならぱ

Ini か ) ニ一 f - O n K - l n K * ' )
となり， とんのそれぞれ / ム* への調整の方向は逆に;なる。

(iO'Y*自体，禾U潤極大化の仮定の神の巾では内生.変数である。したがって

/(*  ニ/ ~ f ~ )
の誘導形を推定すべきである。

( i i i )理論は即時的調整を許容しているけれども, 推定はアド，ホックにラグ構造を仮定している◊
( i v )弾性値 1 0 仮定。 ド

.d ln K冬 _ 1 dlnK*~dhfX~'  丄， ■ 识 ^ -丄

さて，このような新ホ典派の世界に対して，調盤費用論者が批判するのは邮の即時的調整の仮 

定と’ バラメータ推定においては，その理論的な含意とは無関係に分布ラグが用いられているとい 

う点であるり

'— ~~■ 44(び•24 )'— —
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経済分析における時問要素

(2) 調整費用論者の批利と若千の問題点

利潤極大化行動から得られる労働および資本の最適解

ム*ニル̂ ,  / ( * ニ" ^  ⑩

という式を考えてみよう。 グールドおよびウォード〔4 〕は，次のように新古與派を批判する。少 

々長くなるが直接弓I用しておこう。

(この商式は）それぞれ労働，資本の長期均衡値を決定し, 外生的なバラメータんS および所与 

のときの比較静学的最適解をあらわしている。すべての生産要素が完全に可的であると仮定される 

限りはこの分析は正しい。しかしながら，動学的状況においてはジョルゲンソンがそうしているよう 

に，資本ストックは完全に可変'的ではない，すなわち資本蓄積率には制約があると通常仮定されて. 
いる。ジョルゲンソンはこの制約を，望ましい資本ストック式を遵出した後で付け加えている。しか 

しながら，明らかにもし制約があるならぱ企業は望まし、、投入量を決定すも時点で，このことを認織 

しなけれぱならない《そうすることができないとすれば，それは資本および労働商者に対■して問違っ 

た標的を射ることを意味する。この問題は励学モデルにおいて生ずる。なぜなら途出は（前述両式の） 

右辺にあらわれ，そして座出は（商式の左辺にあらわれるん/ ( という）投入の関数であるからであ 

る。それゆえもじ企業力'り§ 去の期に欲していた資本を得ることができなかったために，ま出が低下す 

るとすれば， （兩式によって）決定される資本および労働に対する企業の目標水準それ自身が押し下 

げられるであろう。……望ましい資本ストックを決定する（上式）を用いることが適切であるのは， 

比較静学的均衡状態のときか，あるいは資本が調整コストあるいは他の制約なしに得られるときに眼 

られる0

グールド〔3 〕は，簡潔に次のように.も述べている。調整方程式による調整メカニズムは資本蓄 

糖に対して制約を付すことになるが,このような調盤メ力ニズムとは無関係に/ ( * が決定されている。 

K * が決まった後で調整メカニズムが導入されているのである。しかし，本来調整メカニズム自体 

内生的に決定されるべきものである。なぜなら， が直ちに契現されな,いとき，実際の投資体 

が利潤に影響を与え，.それゆえ投資過極そのものが現在価値最大という基準関数の中に含められる 

ベ きであるからである。あるいは調整メカニズムはこの基準関数最大化にあたって制約条件となる 

べきである。

この方向におけるひとつの成果は，調整コスト関数を仮定して

X  ニ？' （/(*  一/ 0
という投資過程を導いたアイスナー♦ス ト ロ ッ ツ 〔2 〕 の業績があることは周知の通りである。ア 

イスナ ー ，ストロッツの 1 つのケースを示せば次の通りである。所与*の資本ストツクの規摸/(に对 

する利潤率;H t規模/(が大き <：なるにしたがって適減する。

わ ニ ocK -  pK:  0̂)
また資本設備の拡張（ニ投资)ゴ/( /ぬに は 費 用 が 伴 い ，この費用は投資が大きくなるほど適増する。 

c = = U d K /dび k U l K / d t )  ' U
 45 (び2 5 ) -



そして / ( * > / ( 0  ( =  Kの初期値） のときのみ拡張が生じ， f - > o o のとき / ( - > 0 0 とはならないという 

仮定のもとで
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m ax / > ■ " (わり  dt
から次式を導いている

/((り ニ (/(0-----
r 一！/ > 2 + 2タ/ r

_ ' -Tk

K*. ct—lfk

ここでグは割引率である。この式は

とおけぱ

ニ " / ぐ* - / 0
に等しいことかわかる。

この結果は，上式の調整方程式で示される投資過程を内生的に導出しているとと，調整係数5 が 

一定となるのは，色 , r は一定と仮定さかていをから， r が一定のときに限られるとと，そして 

調整速度はグが大きいほど， r が大きいはど，だが小さいはど落ちること（いいかえれば平均ラグ 

が長くなること）がわかる。 ’
このアイスナー♦ストロッツの分析以降，調整費用からの接近は，あたかも新古典派投資関数に 

対する対立仮説であるかのような観さえ呈している。調整費用の内密はプレックリング〔1 〕が内 

的と外的に分けて解説しているので，調整費用g 体の詳細は省略するが，この調-盤費用という概念 

は，きわめて直観的な訴えにもとづいており，費用の具体的な内容，大きさについて知ることはで 

きない。ますこ, 外的調整費用が発生する説明要因のひとつとしてあげられる資本および/あるいは 

労働の右上り供給曲線に直]l i している買い手独占企業という想定と要素価格所与という仮定とは矛 

盾するという点等-々については，これまですでに論じられてきた。

ここでは，次の 4 点を調整費用からの接近に対する問題点として指摘しでおきたい。

( i ) 調整コストのバラメータは識別不能である。したがって，調整費用派の投資理論はいかなる 

観測事実によっても反賊されることもなく，観測結果と矛盾しないという論証もできない。前述し 

たアイスナー‘ストロッツモデルを見てみよう。調整係数5 はM式である。仮りに一̂定のグが外生 

的に与えられ， みが推定されてもr 、d から y ,  r を識別することはでをザ，

2d (M -5 ) A

i6(626)
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経済分析における時間-要素

のIMI係から比N y ざ識別できるだけである。それゆえこのモデルにとって決定的な仮定のひとつ 

p^ccK-^K^
のバラメータタを識別できない。 d を推定したときと言ったが

においてぴ，タ，T ,々いずれも未知であり，したがって / ( * 自体を椎定することもできないから， 

実は

/<■= 5 C K *-IO
の式を計測することができない。それゆえこの‘モデルにとって鍵であるパラメータび，j3, r , 々はい 

ずれも識別不能のまま残され，この理論は永久に観卿事奏によって反証されるととのないきわめて 

不毛なものである。 ‘
外的調整費用を仮定して生産闕数とは分離された調整費用関数を設定したプレックリング〔1 〕の 

モデル， /ぐの準固定性を仮定して内的調整費用の発生を理由に/ぐを生産関数に含めたトレ*-ドゥエ 

イ〔14〕のモデルにおいては，調整係数がグ （利子率）および生産関数の2 次偏微分に依存すること，

グの上昇は調整速度を低下させるなど理論的含意には注目すべきものがあるが，しかしこれらの内 

的あるいは外的な調整コスト関数の仮定自休を反証することも立証することもできない点は，アイ 

スナ一 . ストロッツモデルの場合と同じである。

また粗投資/に対する調整費用

C(J)=qJ+chP、 C /C O > 0 ,び ( / ) > 0 ,  CO))ュ 0
を仮定して

R ニ d(J( ネーK )
を導いたグールド〔3 〕のモデルにおいては，調盤係数るは資本ストックの償却率であり，生産物 

価格や賃金率や利子率とは独立であるという理論的にも面白くない含意をもっているが，美証分析 

上およそ受け入れ難い含意をもっている。 5 は償却率であるから， 4 半期モデルにおいて，たとえ 

ぱ資本ストックの耐用年数を10年とすればるニ0 . 0 2 5 であり，それゆえ，調整係数がこのような値 

であれば，平均ラグは39期 （4 半期〉 という非常に緩慢な調整を示し，しかもこの緩慢な調整が前 

述したように，他の一切の経済変数とは独立である。このような含意をもつ調整方程.式が内生的に 

導出されたこと自体，その理論が無意味であることを示している。

Hi)新齿典派と調整費用派の投資理論を比較したとき，生産iMI数のパラメータに関しては，新お 

典派の方がとり厳しいテストにさらされる。

調盤費用のない新古典派投资関数は，完全競ィ/ト下の利潤極大化行動において2 次の条件として规 

摸に関する収獲通減を必耍とする。たとえば，もし 1 次同次ならぼ規模の大小にかかわらず限界費

一— 47 ------
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( 2 )
用一 定̂となり，産出量および要素霜要は一 義̂ 的に決まらない。ところが調整費用を明示的に導入す 

ると，完全競争，利潤極大の仮定のもとで規模に関して収獲不変の下でも望ましい資本ネトック水 

準が存在する。それゆえ，規模に関する収獲不変を許容する調盤費用派の投資理論の方がより一般 

的であるといわれることがある。果してそうであろうか。 コプ .ダグラス型でいえば，び+  ̂ < 1 で 

なければならないという制約力Xゆるくなり，び+ パ̂ 1 となる。

計測結果によってぴ+ パ< 1 が否定された場合を考えてみよう。次の 2 つの方向が考えられる。

(イ） 完全競争の仮定を棄却する。たとえば右下り需要I山線に直面する不完全競争下の企業を想定 

すれば，0 < び+ ル< 1 / ( 1 + り） （りは需要の価格伸縮性）となる。

(ロ） 完全競争の仮定を棄却しないで，び+ /5ニ1 のときにも，ズ，L、K が決定できるように理論 

を修正する。

完全競争，利潤極大化の仮定の下で，X, L, K 決定のためにび+  /8 < 1 しか許密しない新お典派 

の立場と，制約がゆるくなってび+  /5さ1 でよい調整費用による理論修正と，どちらがよ り r経験的 

内容J が豊富であろうか。新古典派の方がより厳しいテストにさらされていることは明らかであろ 

ぅ。

邮調整費用を入れることによって比較静学上の標準的な定理が妥当でないような状況が存在し 

うる。調整費用派は標準的な諸定理を否定するのか。

"ァ ド，ホック" なラグ分布の導入が比較静学上の諸定理と矛盾することを示したのが，前述の 

マンドラックの譲論であった。ところが調整費用を明示的に含めることによって，比較静学上の譜 

定理が必ずしも成立しないような場合が生ずる。このことはトレードゥt イ 〔14〕自身によって分 

祈されており，間题となるのは次の諸定现である。

(イ） 長期，短期を問わず，要，価格の耍素需要への効果は非員である。

(ロ） 要素需耍への交叉価格効果の対称性。

(ハ） 長期，短期を問わず，生産物価格の生_産物供給へ,の効果は非倉である。

(ニ〉 要素需要においても生産物供給においても，長期弾性値は短期弾性値より大きい。

これらの諸定理が必ずしも成☆しないような状況があり得るといタこと，そして，そのような状 

況はきわめて稀な状況ではなく，可能性としては全く無視しえないことがトレドゥ0：イの前掲論 

文において示されている。このような重要な理論的含意について議論は閉ざされたままになってい

る ,
(iv) ?揭整費用を入れた投資理論は，1CとX * の間のコイ- * ク分布を内生的に導出するが,.分 

析の結果はコイ…ク分布で示されるような早い調盤ではなく， 2 次は上のバス力ル分;/ITあるいは3

注 （2) 1次同次の生産閲数であっても，制約 /",む,さ/ ，が追加されると，j!|i時的に望ましいストック水準/に 

調盤されて，以後K*の水準にとどまるような役资を墙くとと力*、できる。高山.〔13〕pp. 688-697參照。
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次の多項式ラグのようなもっと緩慢な反応でピークが 4 〜 6 期 （4 半期)ぐらいのところにくるラ 

グ分布を示し，コイーク分布は否定されている。それゆえ現在の調整費用派の議論は，理論的には 

いくつかの新齿典派の欠点を浮彫りにして寄与するところ大であったとはいえ，突証分析への寄与 

ははとんど何もないか，前述したように受け入れ難V、調整係数の小さI.、値を示唆している。

( 3 ) 何が，なぜ"アド，ホック"か

分布ラダを含めた調整方程式の導入は，地論的にはアド ‘ ホックであると批判されるけれども， 

実IE分析では，実際の観測値を比較静学的均衡解とみなすことはできないがゆえに, 2 で述べたよ 

うな諸仮定を暗黙の了解として，分布ラグが用いられている。ここで新古典派投資関数の何がア 

ド，ホックであり，なぜアド . ホックと言■われるのかを考えてみよう。

ある仮説によって，観測事まあるいは実験結果を説明しようとして，その仮説では説明できない 

「事実J が現われた'とき，仮説体系の中に使宜的にその仮説体系に都合の曳い説明原理あるいは補 

助仮説をもちこんで，そ の 「事実J を説明しようとする。そしてその都合の良い説明原理自体テス 

ト不可能な「仮説」であるとき，"アド • ホック"ということにしよう。ヘンペル〔5 〕の -a*葉を 

借りるならば， レ.‘..不都合な証拠によって重大な脅威にさられている仮説を救うたあだけの目的 

で導入されるJ 補助仮説をアド • ホックな補助仮説という0 「そのような補助仮説は，他の発見に 

よっては必要とされないであろうし，またおおざっぱにいえぱ，新しいテスト含意を導くこともな 

い」0 ある仮說がアド，ホックであるかどうかをきめる正確な基準はないけれども，ヘンペルによ 

れぱ，次のような質問に対してどのような答えが得られる力パ'こよってアド，ホックか杏かをきめる 

指針が与えられる（〔5 ；] 47買）o
①その仮説は，一般に通用しているある考えをそれに不都合な誕拠から教うことを目的として 

提案されたものか。

②その仮説は他の現象をも説明するか。

③その仮説は新しい有意義なチスト含意を提供するか。

アド，ホククをこのような観点から考えたときに, 次のような考え方を検討してみよう。

企業は望ましい資本ストックをきめた後で，現宾のストック水準との翁離に対し'"pf身整を行なう 

という2 本立ての理論構造は，実際の投資行勘からえられる誠拠に反しているがゆえに批判されて 

いるわけではない。ブロ-*としての投資が, 2 段構えでは，なく，ひとつの統一的な合理的基'準によ 

ってきめられているなどという観測事実など無いからである。 2 段構えを批難するのは，事実とは 

何の閲わり合いを持とうとせず，た だ "きれいな"理論だけを追っている遮中のたわごとに過ぎな 

い。新古兆派投資圓数の理論値と観測値が非常に乖離しているがゆえに*その不都合さを救おうと

 A 9(629)-------
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して分布ラグが導入されたわけではない。もともと不都合な証拠など観測されていないのである。 

それゆえ，分布ラグをアド • ホックだと批判するのは間違っている。ケインズ盤の絶対所得仮調に 

よる理論消費支出額（ヘ^ ゲンの予測値)がきわめて過小であったというこの絶対所得仮説にとって 

不都合な観測値が証扼としてあげられ，絶対所得仮説が批半IJ的に梭时されたケースとは根本的に異 

なっている。新古典派の論理的帰結と整合的でない観測事実があり，その不一致を救おうとしてい 

るがゆえに，分布ラダがアド，ホックだと言■われているのではない。統一^的な原理によって投資を 

.説明したいという理論家の願望のみで分布ラグが批判されているのである。現存の資本ストツクを 

恋化させようとすると調整費用が発生するから，即時的調整ができないなどというのは同義反復で 

あり，犬が西を向けば尾は東であると言っているに過ぎない。 .

さて，このような反批判は的を射ているであろう力、。一部はイゴ•スであり， 部はノーである。 

やはり批半IJされているのは最適資本ストックをきめる新古典派投資理論の論理的帰結と観測#実が 

合わない，いいかえれぱ観測ぎ実は不都合なIE拠をこの理論につきつけているという点にある。

最適資本ストックの水準 / をきめる新古典派の投資理論からは, 投資，すなわち/ぐの変化を説 

明できない。現実の/ ( から / への調整経路は何であっても，調整時間は即時的であっても，きわ 

めて緩慢であっても良い。 というより/ ( め / への調整の仕方を説明しようとはしていない。し 

かし実際に観察されるのは，即時的調盤でもなけれぱ，たとえば20年間を妻するような後慢な調整 

でもない（と確かに1 部は実証分析の結果から力、，あるいは広い意味での「観察J によって誰もがそのように 

考えているのであって，実際に調整プロセスや時間が観測され，その事実が新古典派の論理的帰結と矛盾する 

という形で批判が始まったわけではない)。それゆえ，これを「事実J として認めるならば，この事養は 

/ ( * への即時的調整を許容する新古典派投資理論に不都合な証拠を提供している。この不都合さか 

ら逃れるために，もともとこの最適資本ストック/(*をきめる理論からは演釋されない調整プロセ 

スを分布ラグとして導入する。それゆえ，分布ラグによチ処理はアド，ホックといわれるのである.
したがって上記反批判の1 部はノーである。調整費用派の批到はこのように一応は，理論の論理 

的帰結と観測事実がつき合わされるという形で展開されるにせよ，その観測事実たるや，投資ざ出 

額というようなデータにもとづくものではなく，「/ ( から/ への即時的調整などありえない」 とい 

う 「事樊J である。それゆえ，消費関数の絶対所得仮説に対してなされた批判とは異なっているこ 

と，前述の反批别の通りである。

それでは調盤費用の理論の方に問題はないであろう力、。ポパ-* ( 〔9 〕21S贾）にならって次のよ 

うな対話をしてみよう。

「/ ( と/ との間にギャップがあるとき，どうして/ へ即時に調整しないのだろうoJ
f7ぐの変化が大きく早いはど調盤費用が一層必要になるからだよ。J .

■   -
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rその主張はどんな証拠によって裏づけられるのかねoj
rだって君，即時的な調海などま際に行なわれていないことは知っているだろう。/(の変化に調 

整費用がかかるときは，いつも即時的調整など行なわれないんだよ。J 
調整費用の理論は，実はこのような循環的説明に過ぎず，調整費用の存在という説明項にとって 

の唯一の根拠が，即時的調整など行なわれていないという被説明項そのものだからであるという批 

判はどうであろうか。 もちろん調整費用論がこのような循環的説明におちいってはいないであろう。 

なぜなら，調整費用が必要だという主張にはいくつかの説明がなされるからである（プレックリング 

C1 )第IVぎ参照)。ところがこの説明自体何かの証拠によって裏づけられているものではなく，/(の 

変化には調整費用がかかる箸であり，したがって調整費用を含めた理論の方が投資を説明できるは 

ずであるというに過ぎない。，. ■

5 . ぉ ゎ り に

この小論の目的は，いうまでもなく新古典派投資理論を擁護することでも，調整費用派の投資理 

論を擁護することでもない。新古jUt派の対極にあるかのように考えられている調整費用派の考え方 

にも多くの問題点があることを，分布ラグと時間要素という特殊な視点から指摘してきた。そして 

調整費用派の批判にもかかわらず，ロ '— ンシュタイン，ローダンの第3 の間題，調整速度として 

の時間に関する実証分析からの寄与は大きかったと言'える。しかし，求められているのは資本スト 

ックの理論ではなく投資理論であり，そこでは資本財の生産期間や消耗.，陳腐化の速度，資金調達, 
企業家が期待や予想の外れを学んでいく学習過程等々さまざまな譜要因が考慮されねばならず,経 

済分析が「論理的時間J から脱して「歴史的時間j を展開できるのは決して容易なことではない。
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